
令和元年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00132

事務事業名称 04項 目 02 整理番号款 01 事業 001 147老人ホームの入所

連絡先 昨年度
現担当課名 高齢者在宅支援課 係名 施設入所係 3253 148整理番号電話番号

上位施策No・施策名 15要介護高齢者の住まいと介護施設の整備 予算事業区分 既定事業

事業開始

平成30年度
高齢者在宅支援課 事業評価区分 一般

担当課名

対象 老人福祉法第6条、11条、21条根拠 （１）原則65歳以上の高齢者で、養護老人ホーム及び特別養護 法令老人ホームの入所措置が必要な区民、及び特別養護老人
等ホームの入所を希望する区民。 杉並区老人福祉法施行細則（２）

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
養護老人ホーム措置入所者数務 ○要援護高齢者の養護老人ホーム・特別養護老人ホーム 指標名（１）

への入所措置により、経済上、環境上の日常生活の安定事
や高齢者の虐待防止と権利を保護することができる。 指標説明業 ○入所申込者の優先度評価を行うことで必要性の高い高

の 特別養護老人ホーム入所者数齢者から特別養護老人ホームに入所することができる。
指標名（２）概

要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○要援護高齢者の実態を把握し、区入所判定委員会

成果指標で措置入所の要否を判定し、養護老人ホーム等へ入
養護老人ホーム待機者に占める措置入所者の所措置する。 指標名（１） 割合○特別養護老人ホーム入所申込者について協力施設
当該年度措置者数÷(前年度末待機者数+当該年度新規申の委託を受けて入所指針に基づき優先度第一次評価 指標説明
請者数)を実施し、その結果を施設と申込者に通知する。協

力施設において第二次評価を行い、入所者を決定す 特別養護老人ホーム入所希望者（優先度A）指標名（２） に占める入所者の割合る。
当該年度入所者数÷前年度末優先度A入所希望者数指標説明

平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

人活動指標（１） 1 105.1101 120 102 117 123 120

人活動指標（２） 2 213.0396 300 417 300 639 400指
％標 成果指標（１） 3 41 80 84 80 90 80 112.5

％4成果指標（２） 297.560 40 65 40 119 60

平成30年度千円5 98.1事業費 220,144250,038221,908242,181237,560238,635予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 0 0 0 0 0 0 特記事項

（内）委託費 7 千円 1,007 1,405 1,154 1,507 1,267 1,410

8 人 4.26 4.12 4.15 5.12 5.05 4.12常勤職員数
職
再任用職員数員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

数
0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00非常勤職員数 人10

総 常勤職員分 千円11 36,474 35,275 35,653 43,986 42,551 34,715
人事
件 12 千円業 再任用職員分 0 0 0 0 0 0

費 費
千円非常勤職員分 13 0 0 0 0 0 0・

コ 総事業費 256,618285,313257,561286,167280,111273,35014 千円ス (5+11+12+13)
ト 単位当たりコスト 2,540,7722,377,6082,525,1082,445,8722,277,3252,277,91715 円((14-6）÷1)把
握 29,108 28,146 32,603 33,627 38,080 35,859受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 0 0 0 0 0 017 千円

都からの補助金等 0 0 0 0 0 018 千円財
源 0 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 29,108 28,146 32,603 33,627 38,080 35,85920 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 227,510257,167224,958252,540242,031237,49121 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 11.3 9.9 12.7 11.8 13.6 13.122
（16÷14）

IP27PA10



令和元年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 147

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

1,359 人 234,351養護老人ホーム委託措置平
成

13 人 1,089特別養護老人ホーム委託措置3
（１）主な取組0

627養護老人ホーム措置費支払事務委託年
度
の
事

その他（措置事務費、移送費、特別養護老人ﾎｰﾑ入所調整事務費ほか 1,493）業
実 　養護老人ホーム20施設に延べ1,359人を入所措置しています。30年度中、新規入所者は38人、退所
施 者は17人でした。30年度末の措置入所者は123人です。また、特別養護老人ホーム3施設に延べ13人を
状 入所措置しました。（２）事業実績況 　特別養護老人ホームへ新規入所申請及び更新申請に対し、1,658件の第一次評価を行い通知しまし

た。

　平成18年度老人福祉法改正により､養護老人ホームは社会活動に参加するために必要な指導及び訓
練その他の援助を行うことを目的とする施設であると明確化されました｡しかし現在は、介護が必要
になった入所者の在宅サービスの利用を進めています。

事業開始当初から 　特別養護老人ホームの入所は、平成15年度に杉並区入所指針を策定し優先度の高い高齢者が入所で
きるようになりました。平成24年度までは特養待機者が増加している状況でしたが、平成25年度以降現在までの変化
新規施設が開設されたので、待機者は年々減少傾向にあります。また、平成27年4月の介護保険法の
改正により、原則、要介護3以上の高齢者が対象となりました。そのため、より優先度が高い高齢者
が入所ができるように杉並区入所指針の評価指標を見直し、平成29年度から実施しています。事

業
　経済面や生活環境に問題を抱える方は、養護老人ホームへ早期入所することを希望しています。環
　特別養護老人ホームの入所を希望する方からは、住み慣れた杉並区に住み続けたい、また、家族か

境 らは、なるべく頻繁に面会に行きたいという意見もあり、区内の特別養護老人ホームの入所を強く希事業に対する意見
の 望しています。また、施設で受け入れが難しい医療処置がある方も早期の入所を希望され、医療処置（事業に対する期待・ が必要な方も入所できる特別養護老人ホームの整備を望んでいます。変
　要望・苦情など）

化
と
方
向

　区民の5人に一人が65歳以上の高齢者になり、一人暮らしに不安を感じる方が増加しています。ま性
た、病気や身体的な不自由を感じている高齢者も増加しているため、特別養護老人ホームや養護老人
ホームの入所希望が今後も増加すると考えます。
　また、老老介護により介護者も高齢であり病気を抱えている方が多く、また、就労等によって在宅今後（3～5年）の予測
介護が非常に難しい状況で、施設入所を早急に希望する方も増加すると考えられます。しかし、今後と方向性
も新規特養の開設を予定しているため、待機者は徐々に減少すると予想されます。

　平成30年度は、虐待・立ち退き等の緊急措置が必要な方が多く、養護老人ホームには前年の約3.5
倍の人を入所措置し日常生活の安定が図れました。また特別養護老人ホームにも緊急で保護し、成年
後見人が選任されるまでの期間入所措置を行い、虐待防止と権利を保護することができました。今後
も必要な方に速やかに入所措置を行います。また養護老人ホームは入所後もご本人の事情や生活面の評価と課題 対応を求められるケースが増えていることから、入所後の様子の把握に努めていきます。
　特別養護老人ホームの新規の入所希望者は前年の15％増でしたが、新規施設３か所の開設があった
ため、優先度が高い方からの入所が比較的早く進み、平均待機期間は８か月になりました。今後は待
機者の実態調査等から待機状況把握に努め、より早く入所ができるように入所指針を見直します。

Ⅰ 事業コストの方向性 現状維持
翌年度予算の方向性

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

翌 　養護老人ホームの入所相談や入所希望は、高齢者人口の増加に伴い増加傾向ですが、事業規模は現
状を維持していきます。年
　特別養護老人ホームの入所希望者に、区内特養新規開設が2ヶ所予定されているため、募集の案内度
を行っていきます。さらに自治体間連携施設の南伊豆の特養についても、区民にわかりやすい案内にの

翌年度予算の方向性の 努め、優先度の高い高齢者の早期の入所を促進します。待機者の実態調査や施設の特別な医療の受入方
理由・内容 状況調査などを行い、詳細な分析を進め、待機者の実態把握に努めます。その分析結果を令和4年度針

以降の特養の整備計画に反映させる基礎資料にします。また、優先度が高い方ができるだけ早く入所
ができるように、区内特別養護老人ホーム施設長会の代表等で構成する検討会で、施設の実態を把握
し、申込方法や入所判定基準の改定を検討していきます。事業規模は現状を維持していきます。

IP27PA11



令和元年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00133

事務事業名称 04項 目 02 整理番号款 01 事業 002 148認知症高齢者グループホーム施設管理

連絡先 昨年度
現担当課名 高齢者施策課 係名 施設整備推進担当係 1183 149整理番号電話番号

上位施策No・施策名 15要介護高齢者の住まいと介護施設の整備 予算事業区分 既定事業

事業開始 平成20年度

平成30年度
高齢者施策課 事業評価区分 施設維持管理

担当課名

対象 介護保険法第8条第20項根拠 （１）区施設に設置されたグループホーム及びその運営事業者 法令
等

消防法（２）

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
入所者1人あたりの維持管理負担費務 ○高齢者グループホームの利用者が快適に利用・適切に 指標名（１）

運営できるよう、施設の維持管理を行う。事
指標説明業

の
指標名（２）概

要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○害虫駆除、消防設備保守点検、建築設備点検等を

成果指標委託により実施する。
○その他必要に応じて施設の維持管理を行う。 指標名（１）

指標説明

指標名（２）

指標説明

平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

千円活動指標（１） 1 100.014 11 56 11 11 11

活動指標（２） 2指
標 成果指標（１） 3

4成果指標（２）

平成30年度千円5 99.0事業費 233 511 510 101 100 102予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 0 0 0 0 0 0 特記事項
平成29年度は、建物の

（内）委託費 7 千円 124 100 100 101 100 102築年数の経過により、
温水器の取替修繕があ

8 人 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10常勤職員数 りましたが、平成30年職
度は建物保守点検委託再任用職員数員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
のみだったため、減と数 なりました。0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00非常勤職員数 人10

総 常勤職員分 千円11 856 856 859 859 843 843
人事
件 12 千円業 再任用職員分 0 0 0 0 0 0

費 費
千円非常勤職員分 13 0 0 0 0 0 0・

コ 総事業費 1,089 1,367 1,369 960 943 94514 千円ス (5+11+12+13)
ト 単位当たりコスト 77,786124,27324,446 87,273 85,727 85,90915 円((14-6）÷1)把
握 0 0 0 0 0 0受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 0 0 0 0 0 017 千円

都からの補助金等 0 0 0 0 0 018 千円財
源 0 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 0 0 0 0 0 020 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 1,089 1,367 1,369 960 943 94521 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.022
（16÷14）

IP27PA10



令和元年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 148

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

1 所 100本天沼グループホーム施設の建物保守点検委託平
成
3
（１）主な取組0

年
度
の
事

その他（ ）業
実 　本天沼グループホーム施設の維持管理のため、害虫駆除、消防設備保守点検、建物設備点検等を行
施 いました。
状
（２）事業実績況

事業開始当初から
現在までの変化

事
業
事業に対する意見環
（事業に対する期待・境
　要望・苦情など）の

変
化

今後の予測

　経常的な施設の維持管理については、建物設備保守点検等を行い、必要に応じ修繕を行う等適切に
管理ができています。今後、建物の築年数の経過に伴い、修繕の増加が予想されるため、適切に維持
管理を図ります。

評価と課題

Ⅰ 事業コストの方向性中 今後の方向性
長

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点）期
な
改
善
・
見
今後の進め方直

し
の
方
向

IP27PA11



令和元年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00134

事務事業名称 04項 目 02 整理番号款 01 事業 004 149介護強化型ケアハウス施設管理

連絡先 昨年度
現担当課名 高齢者施策課 係名 施設整備推進担当係 1183 150整理番号電話番号

上位施策No・施策名 15要介護高齢者の住まいと介護施設の整備 予算事業区分 既定事業

事業開始 平成14年度

平成30年度
高齢者施策課 事業評価区分 施設維持管理

担当課名

対象 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関根拠 （１）特別養護老人ホーム等に入所を希望している要介護高齢 する法律法令者で、比較的要介護度の低い方とその家族
等

老人福祉法第20条の6（２）

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
施設整備定員数（累計）務 ○家庭での介護が困難な要介護高齢者が介護強化型ケア 指標名（１）

ハウスに入所し、必要な介護が受けられるようにする。事
○介護家族の負担を軽減する。 指標説明業

の
指標名（２）概

要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○民間事業者の資金や能力を活用したPFIの手法に

成果指標より整備した施設を、区が選定した事業者が運営・
管理し、適切な介護サービスを区民に提供する。 指標名（１）

指標説明

指標名（２）

指標説明

平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

人活動指標（１） 1 100.0110 110 110 110 110 110

活動指標（２） 2指
標 成果指標（１） 3

4成果指標（２）

平成30年度千円5 98.7事業費 8,371 3,445 3,368 7,984 7,881 29,989予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 0 0 0 0 0 0 特記事項
建物の築年数が経過す

（内）委託費 7 千円 2,862 414 338 292 292 21,846ることにより、介護ベ
ッドの入替え20台、備

8 人 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10常勤職員数 品修理等があり、修繕職
費が大幅に増加しまし再任用職員数員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
た。数

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00非常勤職員数 人10

総 常勤職員分 千円11 856 856 859 859 843 843
人事
件 12 千円業 再任用職員分 0 0 0 0 0 0

費 費
千円非常勤職員分 13 0 0 0 0 0 0・

コ 総事業費 9,227 4,301 4,227 8,843 8,724 30,83214 千円ス (5+11+12+13)
ト 単位当たりコスト 83,882 39,100 38,427 80,391 79,309280,29115 円((14-6）÷1)把
握 0 0 0 0 0 0受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 0 0 0 0 0 017 千円

都からの補助金等 0 0 0 0 0 018 千円財
源 0 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 0 0 0 0 0 020 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 9,227 4,301 4,227 8,843 8,724 30,83221 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.022
（16÷14）

IP27PA10



令和元年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 149

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

2 所 292介護強化型ケアハウスの建築物等定期検査平
成

20 台 5,368介護強化型ケアハウスの介護ベッド等の購入3
（１）主な取組0

1 所 410ベネッセケアハウス今川の機械浴槽昇降装置修理年
度

1 所 940ニチイケアハウス井草の居室用電気温水機取替修理の
事

その他（ベネッセケアハウス今川の居室用エアコン取替修理ほか 871）業
実 　施設の昇降機及び建築設備定期点検などを実施するとともに、ベネッセケアハウス今川及びニチイ
施 ケアハウス井草の機械浴槽昇降装置修理や居室用エアコン取替修理等を行いました。
状
（２）事業実績況

事業開始当初から
現在までの変化

事
業
事業に対する意見環
（事業に対する期待・境
　要望・苦情など）の

変
化

今後の予測

　特別養護老人ホームの代替施設（比較的要介護度の低い方）として機能し、要介護高齢者の選択肢
を広げているこの施設の果たす役割は大きいものがあり、また、ＰＦＩ事業として実施することによ
り、民間事業者の活力等を導入し、施設を整備してきました。経常的な施設の維持管理については、
建物等定期検査等を行い、必要に応じ修繕等を行い、適切に管理ができています。今後、建物の築年評価と課題 数の経過に伴い、修繕の増加が予想されるため、適切に維持管理を図ります。

Ⅰ 事業コストの方向性中 今後の方向性
長

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点）期
な
改
善
・
見
今後の進め方直

し
の
方
向

IP27PA11



令和元年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00135

事務事業名称 04項 目 02 整理番号款 01 事業 005 150介護老人保健施設用地管理

連絡先 昨年度
現担当課名 高齢者施策課 係名 施設整備推進担当係 1183 151整理番号電話番号

上位施策No・施策名 15要介護高齢者の住まいと介護施設の整備 予算事業区分 既定事業

事業開始 平成14年度

平成30年度
高齢者施策課 事業評価区分 施設維持管理

担当課名

対象 介護保険法第8条第25項根拠 （１）要介護高齢者とその家族 法令
等

借地借家法第22条（２）

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
用地確保のための賃貸借件数務 ○リハビリテーション、看護、介護等の医療ケアと日常 指標名（１）

生活上のサービスを併せて提供することにより、高齢者事
の自立を支援し、家庭復帰と在宅ケアを目指すことがで 指標説明業 きるようにする。

の 区内老人保健施設整備床数（累計）
指標名（２）概

要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○独立行政法人都市再生機構が所有する敷地（桃井

成果指標三丁目）を、区が一般定期借地権設定契約により賃
借し、介護老人保健施設シーダ・ウォークの運営を 指標名（１）
行う社会医療法人河北医療財団に転貸する。

指標説明

指標名（２）

指標説明

平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

所活動指標（１） 1 100.01 1 1 1 1 1

床活動指標（２） 2 100.0418 418 418 418 418 418指
標 成果指標（１） 3

4成果指標（２）

平成30年度千円5 100.0事業費 23,262 23,262 23,262 23,714 23,713 23,864予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 0 0 0 0 0 0 特記事項

（内）委託費 7 千円 0 0 0 0 0 0

8 人 0.10 0.10 0.00 0.10 0.10 0.10常勤職員数
職
再任用職員数員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

数
0.00 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10非常勤職員数 人10

総 常勤職員分 千円11 856 856 0 859 843 843
人事
件 12 千円業 再任用職員分 0 0 0 0 0 0

費 費
千円非常勤職員分 13 0 297 294 294 309 309・

コ 総事業費 24,118 24,415 23,556 24,867 24,865 25,01614 千円ス (5+11+12+13)
ト 単位当たりコスト 24,118,00024,415,00023,556,00024,867,00024,865,00025,016,00015 円((14-6）÷1)把
握 0 0 0 0 0 0受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 0 0 0 0 0 017 千円

都からの補助金等 0 0 0 0 0 018 千円財
源 0 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 0 0 0 0 0 020 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 24,118 24,415 23,556 24,867 24,865 25,01621 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.022
（16÷14）

IP27PA10



令和元年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 150

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

1 所 23,713介護老人保健施設敷地転貸借平
成
3
（１）主な取組0

年
度
の
事

その他（ ）業
実 　契約書に基づき、賃料の改定を含め、独立行政法人都市再生機構の所有地を社会医療法人河北医療
施 財団に転貸しました。
状
（２）事業実績況

事業開始当初から
現在までの変化

事
業
事業に対する意見環
（事業に対する期待・境
　要望・苦情など）の

変
化

今後の予測

　一般定期借地権設定により、事業者は介護老人保健施設の安定的な運営が可能となっています。
　区は、50年間にわたり土地の転貸借の事務処理を的確に行っていきます。

評価と課題

Ⅰ 事業コストの方向性中 今後の方向性
長

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点）期
な
改
善
・
見
今後の進め方直

し
の
方
向

IP27PA11



令和元年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00137

事務事業名称 04項 目 02 整理番号款 01 事業 006 152高齢者保健福祉施策の推進②

連絡先 昨年度
現担当課名 高齢者施策課 係名 施設整備推進担当係 1182 153整理番号電話番号

上位施策No・施策名 15要介護高齢者の住まいと介護施設の整備 予算事業区分 既定事業

事業開始 平成23年度 実行計画事業 目標04 施策 15 計画事業 01

平成30年度
高齢者施策課 事業評価区分 一般

担当課名

対象 老人福祉法根拠 （１）特別養護老人ホーム等に入所を希望している高齢者及び 法令その家族
等

介護保険法（２）

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
区域外特別養護老人ホーム検討案件数務 ○介護が必要な高齢者が、必要に応じて特別養護老人ホ 指標名（１）

ームに入所し適切な介護が受けられるようする。事
○要介護者の施設入所により、家族の介護負担が軽減さ 指標説明業 れるようにする。

の
指標名（２）概

要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
〇南伊豆町との自治体間連携による特別養護老人ホ

成果指標ームについて、南伊豆町及び運営事業者との連携の
具体化した自治体間連携による特別養護老人もと、円滑に区民の入居を進める。 指標名（１） ホームの件数〇入居後の生活について、入居者や家族に満足して

もらえるよう、事業者による運営を支援する。 指標説明

指標名（２）

指標説明

平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

件活動指標（１） 1 100.01 1 1 1 1 1

活動指標（２） 2指
件標 成果指標（１） 3 1 1 1 1 1 1 100.0

4成果指標（２）

平成30年度千円5 72.7事業費 8,384 1,448 548 849 617 4,087予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 0 0 0 0 0 0 特記事項
執行率90％未満及び計

（内）委託費 7 千円 0 0 0 45 37 70画値の減については、
平成30年度は、エクレ

8 人 1.00 0.80 0.74 0.30 0.44 0.50常勤職員数 シア南伊豆が開設した職
ことによる関係機関協再任用職員数員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
議回数の減により、旅数 費が減ったため、平成0.60 0.60 0.65 0.05 0.00 0.10非常勤職員数 人10
29年度に比べ減となっ

総 ています。常勤職員分 千円11 8,562 6,850 6,357 2,577 3,707 4,213
人事
件 12 千円業 再任用職員分 0 0 0 0 0 0

費 費
千円非常勤職員分 13 1,783 1,783 1,914 147 0 309・

コ 総事業費 18,729 10,081 8,819 3,573 4,324 8,60914 千円ス (5+11+12+13)
ト 単位当たりコスト 18,729,00010,081,0008,819,0003,573,0004,324,0008,609,00015 円((14-6）÷1)把
握 0 0 0 0 0 0受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 6,455 0 0 0 0 017 千円

都からの補助金等 0 0 0 0 0 018 千円財
源 0 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 6,455 0 0 0 0 020 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 12,274 10,081 8,819 3,573 4,324 8,60921 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.022
（16÷14）

IP27PA10



令和元年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 152

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

10 回 67関係自治体等との協議・検討のための出張旅費の支給平
成

38高齢者インフルエンザ予防接種業務委託3
（１）主な取組0

505自治体間連携特養周知用チラシ印刷請負年
度

7予防接種負担金の
事

その他（ ）業
実 　南伊豆町との自治体間連携による特別養護老人ホームの運営にあたり、杉並区民の入居状況や家族
施 との連携など南伊豆町及び運営法人と協議を行いました。また、予防接種における地元負担について
状 区が負担するとともに、区民等に周知するためのチラシを作成しました。（２）事業実績況

　全国初となる自治体間連携による特別養護老人ホーム「エクレシア南伊豆」が南伊豆町に平成30年
3月に開設しました。開設から１年が経過し、平成31年3月31日時点で定員90名は満床となっています
。

事業開始当初から
現在までの変化

事
業

　開設前は、南伊豆町が区から遠方であるため、入居者家族等の面会が不便などの意見が寄せられて環
いましたが、テレビ電話の導入や、無料家族宿泊室の設置などのサービス提供を行うなど入居者や家

境 族支援を積極的に行いました。その結果、豊かな自然環境の中で安心して介護を受けることができ、事業に対する意見
の ずっとこの施設で生活したい、施設選びの選択肢が広がったという意見も多く寄せられています。（事業に対する期待・
変
　要望・苦情など）

化
と
方
向

　平成30年3月に開設したエクレシア南伊豆は、平成31年3月31日時点で満床（定員90名）となってい性
ますが、引き続き区民等への周知を行うとともに、入居者が安心して暮らせるよう、区、静岡県、南
伊豆町及び事業者が連携して継続的な支援を実施していきます。また、区域外特養の新たに整備に向
けた検討を実施していきます。今後（3～5年）の予測

と方向性

　エクレシア南伊豆は平成30年3月に開設して1年が経過しましたが、平成31年3月31日時点で満床（
定員90名）となっており、利用者や家族から一定の評価を得ています。今後も区民等への周知や円滑
な入居に向けて、関係機関と連携して必要な支援を実施していきます。
　また、交流自治体である青梅市と、都内における自治体間連携による特別養護老人ホーム整備整備評価と課題 の可能性について課題等を共有し、新たな定員確保に向けた検討を実施していきます。

Ⅰ 事業コストの方向性 現状維持
翌年度予算の方向性

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

翌 　エクレシア南伊豆の入居者が安心して暮らせるよう、引き続き南伊豆町や関係機関と連携して、事
業者による安定した運営を支援していきます。年
　また、南伊豆町における特養整備の実績を踏まえ、都内の交流自治体である青梅市と連携した整備度
の可能性について検討します。の

翌年度予算の方向性の方
理由・内容針

IP27PA11



令和元年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00228

事務事業名称 04項 目 07 整理番号款 01 事業 001 240特別養護老人ホーム等の建設助成

連絡先 昨年度
現担当課名 高齢者施策課 係名 施設整備推進担当係 1183 243整理番号電話番号

上位施策No・施策名 15要介護高齢者の住まいと介護施設の整備 予算事業区分 既定事業

事業開始 昭和60年度 実行計画事業 目標04 施策 15 計画事業 01 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

平成30年度
高齢者施策課 事業評価区分 一般

担当課名

対象 社会福祉法第58条根拠 （１）特別養護老人ホーム等の高齢者入所施設を建設・運営す 法令る社会福祉法人
等

社会福祉法人に対する助成の手続きに関する条例及び同（２） 施行規則

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
区内特別養護老人ホーム施設数務 ○介護が必要な高齢者が、必要に応じて特別養護老人ホ 指標名（１）

ームに入所し、適切な介護が受けられるようにする。事
○要介護者の施設入所により、家族の介護負担が軽減さ 指標説明業 れるようにする。

の
指標名（２）概

要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○特別養護老人ホーム等の高齢者入所施設を区内に

成果指標建設する社会福祉法人に対して建設費の助成及び独
特別養護老人ホーム確保定員立行政法人福祉医療機構借入金の償還助成を行う。 指標名（１）

○特別養護老人ホームを建設・運営する社会福祉法
杉並区民が優先的に入所可能な定員数人に対し、円滑な施設の開設を支援するために、開 指標説明

設準備に要する経費の一部助成を行う。
区内特別養護老人ホーム整備率指標名（２）

区内特別養護老人ホーム定員数を高齢者人口で除した割指標説明
合

平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

所活動指標（１） 1 100.015 20 16 19 19 21

活動指標（２） 2指
人標 成果指標（１） 3 1,633 1,903 1,753 1,963 1,963 2,187 100.0

％4成果指標（２） 96.61.22 1.42 1.27 1.48 1.43 1.55

平成30年度千円5 82.4事業費 342,8001,513,7691,285,965791,508652,028461,346予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 0 0 0 0 0 0 特記事項
平成30年度は平成29年

（内）委託費 7 千円 711 1,212 500 0 0 0度に比べ補助対象施設
数が減少し、各施設の

8 人 1.75 1.60 1.65 1.70 1.80 1.80常勤職員数 工事出来高も低かった職
ことから、減になって再任用職員数員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
います。数 新規開設に向けた建設0.00 0.10 0.10 0.10 0.10 0.15非常勤職員数 人10
助成予定6か所のうち3

総 か所で工事出来高変更常勤職員分 千円11 14,984 13,699 14,175 14,605 15,167 15,167
人事 があり、当初想定より

も低い出来高だったた件 12 千円業 再任用職員分 0 0 0 0 0 0
め、令和元年度に繰越費 費

千円非常勤職員分 13 0 297 294 294 309 463ししたことにより、執・
行率が低くなりましたコ 総事業費 357,7841,527,7651,300,434806,407667,504476,97614 千円 。ス (5+11+12+13)
令和元年度への繰越事ト 単位当たりコスト 23,852,26776,388,25081,277,12542,442,47435,131,78922,713,14315 円 業費130,824千円。((14-6）÷1)把

握 0 0 0 0 0 0受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 0 0 0 0 0 017 千円

都からの補助金等 28,440267,195325,330240,908208,403178,98218 千円財
源 0 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 28,440267,195325,330240,908208,403178,98220 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 329,3441,260,570975,104565,499459,101297,99421 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.022
（16÷14）

IP27PA10



令和元年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 240

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

15 所 646,194特別養護老人ホーム等の建設助成平
成

3 所 4,000特別養護老人ホーム施設開設準備補助3
（１）主な取組0

1 所 1,834定期借地権設定契約に対する一時金補助年
度
の
事

その他（ ）業
実 　独立行政法人福祉医療機構から建設費を借り入れた区内10施設の運営事業者に対し、償還の助成を
施 行うとともに、新泉小学校跡地、宮前五丁目生産緑地跡地、科学館跡地、高井戸東三丁目国有地、成
状 田東三丁目都有地に施設整備を進める事業者に対し、工事出来高に応じた建設費への助成を行いまし（２）事業実績況 た。また、平成30年度に開設した施設3か所に対し、開設準備のための経費を助成しました。

　区内における高齢者人口は、昭和60年1月1日53,365人（高齢化率10.2％）、平成12年1月1日83,620
人（高齢化率16.3％）、平成31年1月1日119,112人（高齢化率20.93％）と増加の一途を辿っています
。

事業開始当初から 　また、特別養護老人ホームの施設入所希望者も平成12年度末999人、平成30年度末919人と依然とし
て多い状況が続いています。現在までの変化

事
業

　この間、一定程度整備が進みましたが、現在も特別養護老人ホームへの入所を求める強い要望があ環
ります。

境
事業に対する意見

の
（事業に対する期待・

変
　要望・苦情など）

化
と
方
向

　平成24年度以降、特別養護老人ホームの開設等で通算656床を整備したこともあり、入所待機者は性
ここ数年、減少傾向にありましたが、高齢者人口の増加に伴い、入所申込者は引き続き増加すること
が予想されます。

今後（3～5年）の予測
と方向性

　新たに3か所（定員計210名）の施設（新泉サナホーム、かえで園、リバービレッジ杉並）が開設し
、平成24年度からの整備量は、通算656床になりました。
　用地の確保が最大の課題の中、区有地等を活用して特別養護老人ホームの整備を進めていますが、
入所希望者は依然として多い状況が続いています。また、特別養護老人ホームの整備は、地域や近隣評価と課題 住民への説明、理解が不可欠であり、今後とも丁寧な対応を保ちながら進めていきます。

Ⅰ 事業コストの方向性 拡充
翌年度予算の方向性

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

翌 　高円寺南五丁目国有地など国・都との連携による未利用地の他、民有地の活用並びに建設助成など
により、民間事業者による整備を実施していきます。年

度
の
翌年度予算の方向性の方
理由・内容針

IP27PA11



令和元年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00229

事務事業名称 04項 目 07 整理番号款 01 事業 002 241認知症高齢者グループホームの建設助成

連絡先 昨年度
現担当課名 高齢者施策課 係名 施設整備推進担当係 1183 244整理番号電話番号

上位施策No・施策名 15要介護高齢者の住まいと介護施設の整備 予算事業区分 既定事業

事業開始 平成14年度 実行計画事業 目標04 施策 15 計画事業 02 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

平成30年度
高齢者施策課 事業評価区分 一般

担当課名

対象 介護保険法第8条20項根拠 （１）認知症高齢者グループホームを建設・運営する民間企業 法令、社会福祉法人及び土地所有者等
等

東京都認知症高齢者グループホーム整備費補助要綱（２）

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
認知症高齢者グループホーム整備定員数（累務 ○比較的安定状態にある認知症高齢者が少人数で共同生 指標名（１） 計）活を送り、家庭的な環境のもとで、入浴・排せつ・食事事

などの介護や日常生活の世話及び機能訓練などが受けら 指標説明業 れるようにする。
の また、介護している家族の負担を軽減する。

指標名（２）概
要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）

○民間企業、社会福祉法人及び土地所有者等が整備
成果指標する認知症高齢者グループホームに対し整備費の一

認知症高齢者グループホーム整備率部を補助する。 指標名（１）
○認知症高齢者グループホームを建設・運営する民

認知症高齢者グループホーム定員数を高齢者人口で除し間事業者等に対し、円滑な施設の開設を支援するた 指標説明
た割合めに、開設準備に要する経費の一部助成を行う。

指標名（２）

指標説明

平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

人活動指標（１） 1 107.9474 537 519 573 618 609

活動指標（２） 2指
％標 成果指標（１） 3 0.41 0.47 0.44 0.50 0.47 0.50 94.0

4成果指標（２）

平成30年度千円5 96.5事業費 219,721196,955182,02559,323 57,257 998予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 0 0 0 0 0 0 特記事項
平成30年度は整備費補

（内）委託費 7 千円 7 328 40 181 91 334助はなく、4か所に施
設開設準備経費の補助

8 人 1.25 0.90 1.05 0.90 0.80 0.70常勤職員数 を行いました。平成29職
年度に比べ、1施設あ再任用職員数員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
たりの補助単価が低い数 ため、減となりました0.00 0.30 0.30 0.25 0.40 0.25非常勤職員数 人10
。平成30年度の外部評

総 価に基づき、成果指標常勤職員分 千円11 10,703 7,706 9,021 7,732 6,741 5,898
人事 を他事業と統一したた

め変更しました。件 12 千円業 再任用職員分 0 0 0 0 0 0
費 費

千円非常勤職員分 13 0 891 883 736 1,236 772・
コ 総事業費 230,424205,552191,92967,791 65,234 7,66814 千円ス (5+11+12+13)
ト 単位当たりコスト 486,127382,778369,805118,309105,55712,59115 円((14-6）÷1)把
握 0 0 0 0 0 0受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 216 7,826 4,044 0 0 017 千円

都からの補助金等 190,825166,770150,89659,056 56,528 018 千円財
源 0 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 191,041174,596154,94059,056 56,528 020 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 39,383 30,956 36,989 8,735 8,706 7,66821 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.022
（16÷14）

IP27PA10



令和元年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 241

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

4 所 56,975グループホーム開設準備経費補助平
成

4 回 191事業者選定委員会開催3
（１）主な取組0

2 件 80事業者財務状況調査年
度

11資料郵送費の
事

その他（ ）業
実 　平成30年度に開設した施設3か所及び令和元年度に開設予定の施設1か所に対し、施設開設準備経費
施 の補助を行いました。
状 　また、民間事業者による提案計画について、施設による良質なサービスが提供されるよう、事業者（２）事業実績況 選定委員会において、事業計画を審査し、補助対象施設を決定しました。

　区内における要介護度の高い後期高齢者人口は、平成14年1月1日38,576人、平成31年1月1日63,013
人、認知症高齢者は平成14年1月1日3,618人、平成31年1月1日13,285人と増加の一途を辿っています
。

事業開始当初から
現在までの変化

事
業

　この間一定程度整備が進みましたが、現在も区内に認知症高齢者グループホームの整備を求める要環
望があります。

境
事業に対する意見

の
（事業に対する期待・

変
　要望・苦情など）

化
と
方
向

　区内における後期高齢者人口は、年々増加すると予測されます。それに伴い認知症高齢者の増加も性
見込まれ、高齢者の状況に基づく各種サービスの需要が高まることが予想されます。

今後（3～5年）の予測
と方向性

　開設準備経費補助金の活用により、民間事業者による整備が進み、5か所（定員計99人）の施設を
開設することができました。
　また、令和元年度開設に向けて2か所の民間事業者による整備が進みました。「総合計画」の目標
値を達成するため、今後の整備については、公有地、民有地を問わず用地の確保に努めていきます。評価と課題 また、整備が進まない地域を重点的緊急整備地域に指定し、地域バランスを踏まえた整備を進めてい
きます。

Ⅰ 事業コストの方向性 拡充
翌年度予算の方向性

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

翌 　杉並区実行計画に基づき、着実に整備を進めるために、施設建設が可能な公有地の確保に努めます
。また、民間力の活用を図るため、グループホームの理念や補助制度について、土地所有者や事業者年
等に的確に伝わるよう一層、周知に努めていきます。度

の
翌年度予算の方向性の方
理由・内容針

IP27PA11



令和元年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00230

事務事業名称 04項 目 07 整理番号款 01 事業 003 242介護老人保健施設の建設助成

連絡先 昨年度
現担当課名 高齢者施策課 係名 施設整備推進担当係 1183 245整理番号電話番号

上位施策No・施策名 15要介護高齢者の住まいと介護施設の整備 予算事業区分 既定事業

事業開始 平成14年度 実行計画事業 目標04 施策 15 計画事業 01

平成30年度
高齢者施策課 事業評価区分 一般

担当課名

対象 介護保険法第8条第25項根拠 （１）介護老人保健施設を区内に建設する医療法人等 法令
等

杉並区介護老人保健施設整備費補助要綱（２）

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
区内老人保健施設整備床数（累計）務 ○リハビリテーション、看護、介護等の医療的ケアと日 指標名（１）

常生活上のサービスを併せて提供することにより、高齢事
者の自立を支援し、家庭復帰と在宅ケアを目指すことが 指標説明業 できるようにする。

の
指標名（２）概

要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○介護老人保健施設等を区内に建設する医療法人等

成果指標に対して、建設費の助成及び独立行政法人福祉医療
介護老人保健施設整備率機構からの借入金の償還助成を行う。 指標名（１）

介護老人保健施設定員数を高齢者人口で除した割合指標説明

指標名（２）

指標説明

平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

床活動指標（１） 1 100.0418 418 418 418 418 418

活動指標（２） 2指
％標 成果指標（１） 3 0.36 0.36 0.36 0.36 0.35 0.36 97.2

4成果指標（２）

平成30年度千円5 100.0事業費 14,673 18,675 15,487 17,599 17,599 19,870予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 0 0 0 0 0 0 特記事項
平成30年度は介護老人

（内）委託費 7 千円 0 0 0 0 0 0保健施設老健くぬぎの
借入金償還助成におい

8 人 0.10 0.10 0.00 0.10 0.00 0.10常勤職員数 て、補助交付率が100%職
に達したため、増とな再任用職員数員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
っています。数 平成30年度の外部評価0.00 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10非常勤職員数 人10
に基づき、成果指標を

総 他事業と統一したため常勤職員分 千円11 856 856 0 859 0 843
人事 変更しました。
件 12 千円業 再任用職員分 0 0 0 0 0 0

費 費
千円非常勤職員分 13 0 297 294 294 309 309・

コ 総事業費 15,529 19,828 15,781 18,752 17,908 21,02214 千円ス (5+11+12+13)
ト 単位当たりコスト 37,151 47,435 37,754 44,861 42,842 50,29215 円((14-6）÷1)把
握 0 0 0 0 0 0受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 0 0 0 0 0 017 千円

都からの補助金等 0 0 0 0 0 018 千円財
源 0 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 0 0 0 0 0 020 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 15,529 19,828 15,781 18,752 17,908 21,02221 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.022
（16÷14）

IP27PA10



令和元年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 242

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

2 所 17,599介護老人保健施設建設等助成平
成
3
（１）主な取組0

年
度
の
事

その他（ ）業
実 　区内2施設の事業者が独立行政法人福祉医療機構から借り入れた建設費に対し、区民利用率に応じ
施 施て償還助成を行いました。
状
（２）事業実績況

　区内における要介護度の高い後期高齢者（75歳以上の高齢者）人口は、平成14年1月1日38,576人、
平成31年1月1日63,013人と増加の一途を辿っています。

事業開始当初から
現在までの変化

事
業

　要介護高齢者の在宅生活継続のため、介護老人保健施設の役割は大きくなっています。環
境
事業に対する意見

の
（事業に対する期待・

変
　要望・苦情など）

化
と
方
向

　介護老人保健施設を整備する医療法人等に建設費の一部助成を行うことにより、区民の入所床数を性
確保しています。今後、既存の施設を含め、要介護高齢者の在宅生活への復帰及び継続のため有効な
活用が課題となっています。

今後（3～5年）の予測
と方向性

　介護老人保健施設を整備する医療法人等に建設費の一部助成を行うことにより、区民が安心して在
宅復帰を目指す施設を確保し、要介護高齢者がリハビリテーション等により自宅等での生活を始めら
れるよう自立を支援しています。
　区民利用状況、今後の需要や特養等の整備状況など、施設を取り巻く状況の分析が必要です。評価と課題

Ⅰ 事業コストの方向性 現状維持
翌年度予算の方向性

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

翌 　既存施設の区民利用状況や今後の需要等を分析し、今後の整備の検討を行っていきます。
年
度
の
翌年度予算の方向性の方
理由・内容針

IP27PA11



令和元年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00232

事務事業名称 04項 目 07 整理番号款 01 事業 015 245特別養護老人ホーム等用地整備

連絡先 昨年度
現担当課名 高齢者施策課 係名 施設整備推進担当係 1183 248整理番号電話番号

上位施策No・施策名 15要介護高齢者の住まいと介護施設の整備 予算事業区分 投資事業

事業開始 平成21年度 実行計画事業 目標04 施策 15 計画事業 01

平成30年度
高齢者施策課 事業評価区分 一般

担当課名

対象 老人福祉法第15条根拠 （１）特別養護老人ホームに入所を希望している高齢者及びそ 法令の家族
等

介護保険法第86～93条（２）

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
区内特別養護老人ホーム施設数務 ○介護が必要な高齢者が、必要に応じて特別養護老人ホ 指標名（１）

ームに入所し、適切な介護が受けられるようにする。事
○要介護者の施設入所により、家族の介護負担が軽減さ 指標説明業 れるようにする。

の
指標名（２）概

要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○特別養護老人ホームの建設が円滑に進むよう整備

成果指標予定地の測量や既存建物の解体等、事前の用地整備
特別養護老人ホーム確保定員を行う。 指標名（１）

○新たに施設整備が可能な用地を確保する。
杉並区民が優先的に入所可能な定員数指標説明

区内特別養護老人ホーム整備率指標名（２）

区内特別養護老人ホーム定員数を高齢者人口で除した割指標説明
合

平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

所活動指標（１） 1 100.015 20 16 19 19 21

活動指標（２） 2指
人標 成果指標（１） 3 1,633 1,903 1,753 1,963 1,963 2,187 100.0

％4成果指標（２） 96.61.22 1.42 1.27 1.48 1.43 1.55

平成30年度千円5 97.9事業費 177,96336,716 36,143 6,665 6,526 59,093予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 931 0 0 0 0 0 特記事項
地中障害物除去作業委

（内）委託費 7 千円 177,03236,716 36,143 6,665 6,526 59,093託を2件行いましたが
、平成30年度は平成29

8 人 0.33 0.10 0.26 0.10 0.19 0.10常勤職員数 年度に比べ規模が小さ職
かったため、減となっ再任用職員数員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
ています。数

0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00非常勤職員数 人10

総 常勤職員分 千円11 2,825 856 2,234 859 1,601 843
人事
件 12 千円業 再任用職員分 0 0 0 0 0 0

費 費
千円非常勤職員分 13 0 0 29 0 0 0・

コ 総事業費 180,78837,572 38,406 7,524 8,127 59,93614 千円ス (5+11+12+13)
ト 単位当たりコスト 11,990,4671,878,6002,400,375396,000427,7372,854,09515 円((14-6）÷1)把
握 0 0 0 0 0 0受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 0 0 0 0 0 017 千円

都からの補助金等 0 0 0 0 0 018 千円財
源 0 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 0 0 0 0 0 020 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 180,78837,572 38,406 7,524 8,127 59,93621 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.022
（16÷14）

IP27PA10



令和元年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 245

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

2,332旧新泉小学校跡地地中障害物除去作業委託（追加）平
成

1,134宮前五丁目区有地地中障害物除去作業委託3
（１）主な取組0

198宮前五丁目区域変更・供用開始図作成等に関する業務委託年
度

2,862荻窪税務署解体工事に伴う実施設計業務委託の
事

その他（ ）業
実 　新泉小学校跡地及び宮前五丁目区有地での特別養護老人ホーム整備のため、地中障害物除去作業委
施 施託等を行いました。
状 　また、荻窪税務署跡地での特別養護老人ホーム整備準備のため、解体設計を行いました。（２）事業実績況

　区内における高齢者人口は、昭和60年1月1日53,365人（高齢化率10.2％）、平成12年1月1日83,620
人（高齢化率16.3％）、平成31年1月1日119,112人（高齢化率20.93％）と増加の一途を辿っています
。

事業開始当初から 　また、特別養護老人ホームの施設入所希望者も平成12年度末999人、平成30年度末919人と依然とし
て多い状況が続いています。現在までの変化

事
業

　この間一定程度整備が進みましたが、現在も特別養護老人ホームへの入所を求める強い要望があり環
ます。

境
事業に対する意見

の
（事業に対する期待・

変
　要望・苦情など）

化
と
方
向

　平成24年度以降、特別養護老人ホームの開設等で通算656床を整備したこともあり、入所待機者は性
ここ数年、減少傾向にありましたが、高齢者人口の増加に伴い、入所申込者は引き続き増加すること
が予想されます。

今後（3～5年）の予測
と方向性

　天沼三丁目複合施設の整備を進めるにあたり、荻窪税務署解体工事に向けて、営繕課や事業者など
と調整し設計を進めるなど、どの取組においても、関係機関と調整を図りつつ事業を進めました。
　特別養護老人ホームの整備には、一定規模の用地の確保が必要なことから、今後も国・都有地等の
用地情報の収集に努めます。評価と課題

Ⅰ 事業コストの方向性 現状維持
翌年度予算の方向性

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

翌 　区立施設再編整備計画によって生み出された一定規模以上の区有地、国・都との連携による未利用
地、民有地の活用などにより、引き続き整備用地の確保に努めます。年

度
の
翌年度予算の方向性の方
理由・内容針

IP27PA11



令和元年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00234

事務事業名称 04項 目 07 整理番号款 01 事業 024 247都市型軽費老人ホームの建設助成

連絡先 昨年度
現担当課名 高齢者施策課 係名 施設整備推進担当係 1183 250整理番号電話番号

上位施策No・施策名 15要介護高齢者の住まいと介護施設の整備 予算事業区分 既定事業

事業開始 平成22年度 実行計画事業 目標04 施策 15 計画事業 03 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

平成30年度
高齢者施策課 事業評価区分 一般

担当課名

対象 社会福祉法第2条第2項第3号、老人福祉法第15条第5項根拠 （１）都市型軽費老人ホームを建設・運営する社会福祉法人、 法令民間企業及び土地所有者等
等

杉並区都市型軽費老人ホーム整備費補助金交付要綱（２）

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
都市型軽費老人ホーム整備定員数（累計）務 ○身体機能の低下等により自立した日常生活を営むこと 指標名（１）

について不安があり、家族による援助を受けることが困事
難な高齢者が、低額な利用料で入所でき、日常生活にお 指標説明業 ける支援を受けながら生活できるようにする。

の
指標名（２）概

要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○社会福祉法人、民間企業及び土地所有者等が整備

成果指標する都市型軽費老人ホームに対し、整備費の一部を
都市型軽費老人ホーム整備率補助する。 指標名（１）

○都市型軽費老人ホームを建設・運営する民間事業
都市型軽費老人ホーム定員数を一人暮らし高齢者人口で者等に対し、円滑な施設の開設を支援するために、 指標説明
除した割合開設準備に要する経費の一部助成を行う。

指標名（２）

指標説明

平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

人活動指標（１） 1 40.020 60 20 100 40 140

活動指標（２） 2指
％標 成果指標（１） 3 0.04 0.14 0.04 0.24 0.09 0.33 37.5

4成果指標（２）

平成30年度千円5 100.0事業費 0 105,900100,164 8,582 8,582 87,900予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 0 0 0 0 0 0 特記事項
平成30年度は上高井戸

（内）委託費 7 千円 0 0 0 0 0 0二丁目の都市型軽費老
人ホームに施設開設準

8 人 0.22 0.10 0.24 0.30 0.35 0.30常勤職員数 備経費の補助を行うと職
ともに、桃井二丁目の再任用職員数員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
都市型軽費老人ホーム数 に整備費補助を行いま0.00 0.20 0.20 0.20 0.20 0.10非常勤職員数 人10
した。平成29年度に比

総 べ、工事出来高が低か常勤職員分 千円11 1,884 856 2,062 2,577 2,949 2,528
人事 ったため、減となりま

した。件 12 千円業 再任用職員分 0 0 0 0 0 0
平成30年度の外部評価費 費

千円非常勤職員分 13 0 594 589 589 618 309に基づき、成果指標を・
他事業と統一したためコ 総事業費 1,884 107,350102,81511,748 12,149 90,73714 千円 表現を変更しました。ス (5+11+12+13)

ト 単位当たりコスト 94,2001,789,1675,140,750117,480303,725648,12115 円((14-6）÷1)把
握 0 0 0 0 0 0受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 0 0 0 0 0 017 千円

都からの補助金等 0 105,200100,164 8,582 8,582 87,20018 千円財
源 0 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 0 105,200100,164 8,582 8,582 87,20020 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 1,884 2,150 2,651 3,166 3,567 3,53721 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.022
（16÷14）

IP27PA10



令和元年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 247

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

1 所 7,782都市型軽費老人ホーム開設準備経費補助平
成

1 所 800都市型軽費老人ホーム施設整備費補助3
（１）主な取組0

年
度
の
事

その他（ ）業
実 　上高井戸二丁目の都市型軽費老人ホーム及び認知症高齢者グループホームの併設施設に対し、開設
施 準備に係る経費について補助を行いました。
状 　また、桃井二丁目において、民間事業者による提案があり、平成30年度工事出来高分について整備（２）事業実績況 費補助を行いました。

　一人暮らし高齢者、65歳以上生活保護受給者が増えています。
　一人暮らし高齢者数は平成22年1月1日34,045人、平成31年1月1日41,616人、また、65歳以上生活保
護受給者は平成22年7月1日2,983人、平成29年7月1日4,037人と増加の一途を辿っています。

事業開始当初から
現在までの変化

事
業

　低額で利用できる介護施設や住まいが求められています。環
境
事業に対する意見

の
（事業に対する期待・

変
　要望・苦情など）

化
と
方
向

　区内における高齢者人口は、今後もさらに増加することが予測されます。これに伴い、自立した日性
常生活に不安がある一人暮らし高齢者も今後増加することが見込まれます。

今後（3～5年）の予測
と方向性

　平成30年度に区内で2か所目の都市型軽費老人ホームが開設しました。また、民間事業者による整
備が令和元年度開設に向けて進みました。今後も低所得で日常生活の支援を必要とする高齢者の増加
が見込まれます。一層、整備を促進するために、土地所有者や運営事業者に対し社会福祉事業への理
解が得られるよう補助制度等の周知を実施し、整備を進めていきます。評価と課題

Ⅰ 事業コストの方向性 拡充
翌年度予算の方向性

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

翌 　杉並区実行計画に基づき、着実に整備を進めるために、土地所有者や運営事業者に対して、オーナ
ー創設型や改修型の補助制度のきめ細やかな周知等により、事業への理解を得て整備を促進します。年

度
の
翌年度予算の方向性の方
理由・内容針

IP27PA11



令和元年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00720

事務事業名称 04項 目 07 整理番号款 01 事業 031 248定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の整備助成

連絡先 昨年度
現担当課名 高齢者施策課 係名 施設整備推進担当係 1182 254整理番号電話番号

上位施策No・施策名 15要介護高齢者の住まいと介護施設の整備 予算事業区分 既定事業

事業開始 平成24年度

平成30年度
高齢者施策課 事業評価区分 一般

担当課名

対象 介護保険法第8条第15項根拠 （１）定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を整備する民 法令間企業、社会福祉法人等
等

（２）

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
事業所施設数務 ○要介護高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を 指標名（１）

通じて、訪問介護と訪問看護を一体的に又はそれぞれが事
密接に連携しながら、定期巡回訪問と随時の対応を行う 指標説明業 訪問サービスを受けることにより、引き続き住み慣れた

の 地域の中で24時間365日、安心して暮らすことができる
指標名（２）概 。

要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）
○民間企業、社会福祉法人等が整備する定期巡回・

成果指標随時対応型訪問介護看護事業所の開設準備経費の一
要介護認定1～5の認定者数に対する施設数の部を補助し、当該施設の整備を図る。 指標名（１） 割合

指標説明

指標名（２）

指標説明

平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

所活動指標（１） 1 120.04 4 5 5 6 7

活動指標（２） 2指
％標 成果指標（１） 3 0.02 0.02 0.02 0.02 0.03 0.04 150.0

4成果指標（２）

平成30年度千円5 99.6事業費 21,514 9,269 9,269 27,800 27,700 0予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 0 0 0 0 0 0 特記事項
平成30年度は民間事業

（内）委託費 7 千円 0 0 0 0 0 0者の整備による2か所
に施設開設準備経費の

8 人 0.08 0.00 0.00 0.10 0.10 0.00常勤職員数 補助を行いました。平職
成29年度に比べ、補助再任用職員数員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
対象施設数が増えたた数 め増となっています。0.00 0.00 0.10 0.00 0.10 0.00非常勤職員数 人10

総 常勤職員分 千円11 685 0 0 859 843 0
人事
件 12 千円業 再任用職員分 0 0 0 0 0 0

費 費
千円非常勤職員分 13 0 0 294 0 309 0・

コ 総事業費 22,199 9,269 9,563 28,659 28,852 014 千円ス (5+11+12+13)
ト 単位当たりコスト 5,549,7502,317,2501,912,6005,731,8004,808,667 015 円((14-6）÷1)把
握 0 0 0 0 0 0受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 0 0 0 0 0 017 千円

都からの補助金等 20,600 9,087 9,269 26,600 26,600 018 千円財
源 0 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 20,600 9,087 9,269 26,600 26,600 020 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 1,599 182 294 2,059 2,252 021 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.022
（16÷14）

IP27PA10



令和元年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 248

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

2 所 27,700定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所開設準備経費補助平
成
3
（１）主な取組0

年
度
の
事

その他（ ）業
実 　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の整備2か所に対して開設準備経費補助を行いました。
施
状
（２）事業実績況

　区内における高齢者人口は、平成24年1月1日105,845人（高齢化率19.66％）、平成31年1月1日119,
112人（高齢化率20.93％）と増加の一途を辿っています。

事業開始当初から
現在までの変化

事
業

　在宅介護サービスを使い、自宅で暮らし続けたいと希望する区民が多くなっています。環
境
事業に対する意見

の
（事業に対する期待・

変
　要望・苦情など）

化
と
方
向

　区内における後期高齢者人口は、年々増加すると予測されます。それに伴い高齢者の状況にあった性
在宅サービスの需要が高まることが予想されます。

今後（3～5年）の予測
と方向性

　開設準備経費補助金の活用により、民間事業者による整備が進み、、1事業所が開設しました。ま
た、1事業所の整備が令和元年度開設に向けて進み、区内全ての日常生活圏域に1事業所ずつ整備する
ことができました。介護・看護サービスを包括的、継続的に提供するこのサービスは、在宅の要介護
高齢者の日常生活を支えるために有効です。今後は他のサービスの提供状況を踏まえながら必要に応評価と課題 じて整備を進めていきます。

Ⅰ 事業コストの方向性 縮小
翌年度予算の方向性

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

翌 区内全ての日常生活圏域に１事業所ずつ整備することができたため、今後は他のサービスの提供状況
を踏まえながら必要に応じて整備を進めていきます。年

度
の
翌年度予算の方向性の方
理由・内容針

IP27PA11



令和元年度杉並区事務事業評価表（１）
（　　　）00236

事務事業名称 04項 目 07 整理番号款 01 事業 086 250小規模多機能型居宅介護施設の建設助成

連絡先 昨年度
現担当課名 高齢者施策課 係名 施設整備推進担当係 1183 256整理番号電話番号

上位施策No・施策名 15要介護高齢者の住まいと介護施設の整備 予算事業区分 既定事業

事業開始 平成22年度 実行計画事業 目標04 施策 15 計画事業 02 主要事業（区政経営報告書掲載事業）

平成30年度
高齢者施策課 事業評価区分 一般

担当課名

対象 介護保険法第8条第19項根拠 （１）小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型 法令居宅介護事業所を建設・運営する民間企業、社会福祉法
等人等 杉並区地域密着型サービス拠点等整備費補助金交付要綱（２）

事 活動指標事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか）
（看護）小規模多機能型居宅介護事業所定員務 ○介護を必要とする高齢者が、通所サービス・宿泊サー 指標名（１） 数（累計）ビス・訪問介護（看護）サービスを受けることにより、事

引き続き住み慣れた自宅や地域の中で24時間365日、安 指標説明業 心して暮らすことができる。
の ○介護している家族の負担を軽減する。

指標名（２）概
要 指標説明活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）

○民間企業、社会福祉法人等が整備する小規模多機
成果指標能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介

（看護）小規模多機能型居宅介護事業所整備護事業所の整備費の一部を補助し、当該施設の整備 指標名（１） 率を図る。
（看護）小規模多機能型居宅介護事業所定員数を高齢者○小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多 指標説明
人口で除した割合機能型居宅介護事業所を建設・運営する民間事業者

等に対し、円滑な施設の開設を支援するために、開 指標名（２）設準備に要する経費の一部助成を行う。

指標説明

平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 計画 対計画比(%)計画実績実績 計画 実績（目標値）

人活動指標（１） 1 72.1186 240 186 298 215 356

活動指標（２） 2指
％標 成果指標（１） 3 0.16 0.21 0.16 0.26 0.18 0.29 69.2

4成果指標（２）

平成30年度千円5 78.9事業費 114,88526,682 20,109234,952185,397166,574予算執行率(%)

6 千円（内）投資的経費等 0 0 0 0 0 0 特記事項
平成30年度は5か所に

（内）委託費 7 千円 0 0 0 0 0 0建設助成を行うととも
に、2か所に開設準備

8 人 0.30 0.10 0.20 0.20 0.20 0.20常勤職員数 経費の補助を行いまし職
た。平成29年度に比べ再任用職員数員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
補助対象施設数が増加数 したため、大幅な増と0.00 0.20 0.04 0.20 0.00 0.20非常勤職員数 人10
なっています。

総 建設助成を行った5か常勤職員分 千円11 2,569 856 1,718 1,718 1,685 1,685
人事 所中3か所で工事出来

高変更があり、当初想件 12 千円業 再任用職員分 0 0 0 0 0 0
定よりも低い出来高だ費 費

千円非常勤職員分 13 0 594 118 589 0 618ったため、令和元年度・
へ繰越したことによりコ 総事業費 117,45428,132 21,945237,259187,082168,87714 千円 、執行率が低くなりまス (5+11+12+13)
した。ト 単位当たりコスト 631,473117,217117,984796,171870,149474,37415 円 令和元年度への繰越事((14-6）÷1)把
業費47,709千円。握 0 0 0 0 0 0受益者負担分 16 千円

国からの補助金等 0 0 0 0 0 017 千円

都からの補助金等 105,97725,726 19,550190,401144,329145,52218 千円財
源 0 0 0 0 0 0その他の補助金等 19 千円

特定財源計 105,97725,726 19,550190,401144,329145,52220 千円（16+17+18+19）

差引：一般財源 11,477 2,406 2,395 46,858 42,753 23,35521 千円（14-20）

受益者負担比率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.022
（16÷14）
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令和元年度杉並区事務事業評価表（２）

整理番号 250

内　　容 規模 単位 事業費（千円）

5 所 142,432小規模多機能型居宅介護施設整備費補助平
成

2 所 12,458小規模多機能型居宅介護開設準備経費補助3
（１）主な取組0

1 所 30,507定期借地権設定契約に対する一時金補助年
度
の
事

その他（ ）業
実 　科学館跡地の区有地を活用した特別養護老人ホームの併設施設に対して、工事出来高に応じた施設
施 整備費の補助を行うともに、定期借地権設定契約の一時金に対する補助と開設準備経費の補助を行い
状 ました。（２）事業実績況 　また、高井戸東三丁目国有地、成田東三丁目都有地、下井草四丁目区有地、上井草三丁目区有地で

の事業者に対し、工事出来高に応じて建設助成を行いました。

　区内における要介護度の高い後期高齢者（75歳以上の高齢者）人口は、平成14年1月1日38,576人、
平成31年1月1日63,013人と増加の一途を辿っています。

事業開始当初から
現在までの変化

事
業

　在宅介護を支えるため、身近な地域で通所、宿泊、訪問介護（看護）の各種サービスが受けられる環
ことが求められています。

境
事業に対する意見

の
（事業に対する期待・

変
　要望・苦情など）

化
と
方
向

　区内における後期高齢者人口は、年々増加すると予測されます。それに伴い、高齢者の状況にあっ性
た各種サービスの需要が高まることが予想されます。

今後（3～5年）の予測
と方向性

　特別養護老人ホームに併設の小規模多機能型居宅介護事業所1か所を開設することができました。
また、看護小規模多機能型居宅介護事業所2か所と小規模多機能型居宅介護事業所2か所の整備費補助
等を行い、施設の整備を進めることができました。
　小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護は、高齢者や家族にとって、在宅介護を評価と課題 継続する有効なサービスですが、単独での安定的な事業運営が難しいことから民間事業者の参入が進
まない状況です。区有地等を活用した特別養護老人ホーム等との併設や整備費補助等を実施し、施設
整備を進めていきます。

Ⅰ 事業コストの方向性 拡充
翌年度予算の方向性

Ⅱ 事業の改善の方向性（見直しの視点） 手段・方法の見直し（改善）

翌 　杉並区実行計画に基づき、着実に整備を進めるために、特別養護老人ホームとの併設施設への建設
助成を行います。東京都の補助制度等を効果的に活用することや、グループホーム等の他施設との併年
設を促すなど、事業者が安定した運営ができるよう方策を検討します。また、事業者及び土地所有者度
に対して、施設の理念や補助制度が的確に伝わるよう、一層、周知を図るとともに、地域バランスをの

翌年度予算の方向性の 考えた整備を進めていきます。方
理由・内容針
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